
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年度 

 

経営計画に基づいた実施計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

実施計画の目的 

  単年度で目標を達成していくための項目記載 

 

実施計画の活用 

  経営計画がどこまで達成できているかの確認と年次の計画 

  毎年度２月に評価し、次年度に生かす 

   

 

達成度 

 

    A:達成できている 

    B:ある程度達成できている 

    C:あまりできていない 

    D:できていない 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



① 法人経営部門  

（1）理念に基づく計画的な経営 

 【ビジョンを達成するための方針】 

１.早期に理念・行動指針の浸透を図る。 

２.経営戦略計画を係長以上の職員で策定し、職員へ周知と理解を深める。 

3.組織としての目標設定や改善の取り組みについて職員全員で取り組む。 

4.事業ごとのBCPの修正と訓練、事務局の総括のBCPの作成に早期に取り

組む。 

5.災害時に協力できる体制づくりを内外で進める。 

6.持続して活用できるよう計画的に施設改修を行う。 

  

８年度 

達成目標 

８年度（月） 

4-6 7-9 10-12 1-3 

基本理念・行動

原則等の明文化 

 

ホームページで

公表 

基本理念・行動原則を

掲示し、毎週確認 

   

セルフチェックで自分

の行動について確認 

   

ホームページへの掲

載 

   

中期経営計画の

周知と理解 

係長が中心となり、経

営計画について職員

に周知する 

ホームページへ掲

載し社協以外にも

周知を進める 

理事会・評議員

会へ進捗状況

の報告 

年次計画の報

告 

経営計画の実施

計画策定と実施 

毎月の係長会議で実

施状況についての報

告 

  次年度の実施

計画の策定 

社協の経営状況

や事業内容につ

いて職員の理解

を進める 

毎月の月報について

全員に回覧 

前年度の決算につ

いて、職員に周知 

  

事業の立案は、係長

全員に回覧 

   

BCPの策定・ 

危機管理の見直

し 

事務局のBCP策定    

居宅・包括のBCPの

見直し 

 BCPの一体化

に向けて検討 

 

災害時の協力体

制を進める。 

市との協定締結につ

いて協議 

協定の準備・締結 外部団体等と

の連携協定の

検討・締結 

 



 

 

 

（２）人材確保・育成・定着支援 

 【ビジョンを達成するための方針】 

１.地域福祉推進の中核的団体の職員として必要な考え方や視点を共通認識

できるよう育成する体制を整える。 

2.人材育成の目的は、「経営に資する人材」つまり「組織の存続と経営目

標の達成に寄与する人材」の輩出とし、業務や課題解決に向けて適切な

判断と対応ができる人材を育成する 

3.各職員が社協の方針を理解する。 

4.個人、各部署の状況を把握する。 

5.コンプライアンス意識の醸成と定着を推進するため、研修を通じて教育 

を継続的に実施する。 

6.年度ごとに退職者、欠員、新規事業等の有無を考慮し、採用計画を策定 

する。 

7.職員の生産性、モチベーションを向上させる職場環境の改善 

8. 働きがいを感じながら持続的運営が担保されるための体制 

 

８年度 

達成目標 

８年度（月） 

4-6 7-9 10-12 1-3 

災害時の福祉支

援について協議

を進める 

社会福祉法人との協

議を進める 

それぞれのできる

ことでの役割分担 

連携協定につ

いての協議 

 

計画的な施設改

修と整備 

エレベーターの設置に

ついての検討 

２階通路漏水部分

についての補助金

検討 

  

８年度 

達成目標 

８年度（月） 

4-6 7-9 10-12 1-3 

年間目標設定と

自己評価、管理

者との面談 

各自の年間目標を設

定し、係長、局長と面

談 

目標の修正 

必要な研修の検

討 

中間面談、業

務の遂行状

況の把握 

年度末面談と

来年度の目標

設定 

ストレスチェック

を実施し、職員

の環境改善を図

る 

ストレスチェックの内

容について係長以上

で共有 

実施について検討 

結果の状況によ

って、医師に相談

できる体制を構

築する 

実施 部署ごとの結

果を係長に通

知 



 

 

（３）財源確保 

 【ビジョンを達成するための方針】 

  1.社協職員が、担当の事業に対する収入の財源、支出の内訳について理解

する。 

２.事務の効率化や経費の削減を図る。 

３.寄付金の収益を上げていく。 

４.ソーシャルメディアによる寄付金の受付や広告収入を得る仕組みを検討

する。 

８年度 

達成目標 

８年度（月） 

4-6 7-9 10-12 1-3 

人材育成の

ための研修

計画の作成・

実行 

人材育成の目的を

共通理解し、職員

のスキルや課題を

把握していく。 

期待する職員像や

職務行動について

職員間で話し合う 

 

研修委員会で検討   

職場環境の

課題抽出 

 

環境改善のアイデ

アを募集 

内容について検討

し、実施 

係長会議で、毎回

業務効率化できる

ことを発表 

環境改善にいか

していく 

 

職員採用計

画にもとづ

く、計画的な

採用活動 

今年度の人件費算

出し、職員で共有 

人件費の占める割

合等決算書から割

り出し、職員で共有 

今後５年間の職員

の動向予測と人件

費算出 

採用計画の策定  

人材の確保

と定年の見

直し 

再雇用者の活用と

して、人材育成、指

導を再雇用者で担

当できるか検討 

係長ミーティング

で定年年齢の見直

し検討 

 

  

指導体制を

構築する 

リーダー育成を検

討 

 外部研修受講費

用の予算化 

 



５.財源の多角的な確保に向けて検討を進める。 

６.新たな地域生活課題に対応するための財源として、共同募金への協力と

積極的な活用を図る。 

 

 

（４）構成員・会員 

 【ビジョンを達成するための方針】 

１.理事会・評議員会に対して、事業活動や課題について情報提供する。 

２.賛助会員を増やすには、社協の目的や事業等を理解してもらうようパン

フレットの作成をし、地域の企業や団体へ出向き、いただいた寄付の使

８年度 

達成目標 

８年度（月） 

4-6 7-9 10-12 1-3 

担当の事業

収支内訳に

ついて職員

が把握する 

係長が、担当職員

に収支内訳につい

て説明できるよう

にする 

係長が担当職員に

収支内訳について

説明 

担当の証憑につ

いては、担当が

作成するように

する 

決算見込みを

担当が作成す

る 

業務の見直

しを図り、経

費の無駄を

削減する 

前からこうしてい

たという感覚を職

員から排除できる

よう係長から職員

に伝える 

係長会議で、毎回

業務効率化できる

ことを発表 

事務の無駄がな

いか係長が確認 

 

ペーパーレス化が

図れないか検討 

ペーパーレスでき

る会議で実施 

ペーパーレスで

きるものをさら

に検討 

 

会員数を前

年度の２倍

にする 

R7：９４人 

社協の取り組みを

周知し、会員を増や

す 

その会費に見合っ

て還元できる地域

福祉を検討 

強化する地域福

祉について職員

に周知 

 

寄付金の収

益を上げて

いく 

寄付金の使い道に

ついて周知し、さら

に寄付金を募る 

   

ホームページ

や広報誌へ

の企業広告

掲載 検討 

寄付金の受付や広

告収入を得る仕組

みを検討 

   



途などを明確に伝え、社会貢献活動の視点から賛同を得られるようにす

る。 

 

 

 

（５）行政とのパートナーシップ 

 【ビジョンを達成するための方針】 

  1. 社協の事業・活動の実績や取り組みの効果について、市に理解しても

らえるよう説明手法を工夫し、公的財源を確保する。 

２.期待される効果や目標を記載するなどわかりやすい報告書を工夫する。 

３.福祉以外の分野においても情報や問題意識を共有できるよう共通の課題 

を検討していく。 

４.社協の取り組みを根本から見直し、市の課題について関係各課と課題解

決に向けての協議を行う。 

 

８年度 

達成目標 

８年度（月） 

4-6 7-9 10-12 1-3 

役員への情報提

供を前年度より

も多く行う 

情報提供の方法

を検討 

情報提供の実施 

   

社協パンフレッ

トの見直し・充

実 

 パンフレットを委

託するか自前で

作成するか検討 

 

パンフレットの内容

検討 

寄付の使い道等 

社会貢献としての寄

付と感じてもらえる

ような内容を検討 

 



 

 

（６）広報、情報発信 

【ビジョンを達成するための方針】 

 1.適切に情報発信を行うことで地域福祉の推進と社協への賛同者を増やす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８年度 

達成目標 

８年度（月） 

4-6 7-9 10-12 1-3 

担当課に向

けて、社協の

活動や委託

事業につい

ての報告を

行う 

７年度の実績報

告について、期待

される効果や目

標についても丁

寧な説明を行う 

委託事業、補助事

業については、市

の意向をくみ取り

ながら、その意向に

沿って事業実施す

る 

翌年度の予算要

求については、期

待される効果や

目標についても

丁寧に説明する。 

市と連携しな

がら、社協の

活動を積極的

にアピールす

る。 

地域福祉に

関する市の

課題につい

て福祉以外

の所管課と

の情報共有、

意見交換を

行う 

地域交通、身寄り

のない高齢者等

地域課題につい

ては、介護福祉課

だけでなく、担当

課とも連携をと

る。 

   

８年度 

達成目標 

８年度（月） 

4-6 7-9 10-12 1-3 

定期的に社協で実施している取り組

みをホームページやSNSで発信する 

ホームページの更新者、SNSの発信者、広報につい

ての方法、適切な情報発信となっているか検討 



② 地域福祉活動推進部門 

 （１）住民主体の福祉活動を推進する組織づくり 

 【ビジョンを達成するための方針】  

1.社協は幅広い関係者の連携・協働の場としての役割を果たしていけるよ

う地域福祉推進基礎組織同士の情報交換や交流の場を設ける。 

２.地域に住民の福祉活動拠点を整備し、相談窓口を設け、ニーズ把握・相

談機能を整備する。 

３.コミュニティソーシャルワーカーの育成を検討する。 

４.地域のつながりに基づく地縁組織と特定の目的をもって組織される地縁

組織が協働していけるような体制を整える。 

 

 

 

（２）住民主体による福祉活動の推進 

 【ビジョンを達成するための方針】  

  1.住民を主体とした活動の実施に向けて、情報提供や助言、活動支援を行

う。 

 ２.学習活動と社会貢献活動を結び付けたサービスラーニングの手法を取り

入れ、学校や地域住民、地域の関係者を巻き込んで福祉教育を実施す

る。 

３.地域に必要とされるボランティアの育成 

８年度 

達成目標 

８年度（月） 

4-6 7-9 10-12 1-3 

ボランティアや地

縁組織等の関係

団体との情報共

有の場の設置 

ボランティア等の

関係団体につい

ての情報収集 

他市の事例検討 住民主体の福祉

活動を推進する

ため、情報交換

や交流の場を設

定できるように

する 

小松島市ででき

る仕組みづくり

の検討 

 

CSWの配置財源

になりえる事業に

ついて市と共に

活用について検

討 

 ＣＳＷの育成によ

り、住民主体の福

祉活動の推進につ

ながるのか検討 

市と財源につい

て検討 

 



４.共同募金への理解促進と活用の検討 

5.発災時の災害ボランティアセンターの設置に向けた体制整備 

 

 

８年度 

達成目標 

８年度（月） 

4-6 7-9 10-12 1-3 

住民主体の活動につ

いて把握している活

動とその課題の洗い

出し 

 

見える化を図り共有で

きるよう手法の検討 

地域ごとのニーズ課題抽出・住

民意欲を分析 

  

市のアンケート調査結果等を参

考に地域に必要なボランティア

や支援を必要とする住民につい

て調査 

ニーズ調査や

住民意欲、ボ

ランティアや

支援を必要と

する人のデー

タ化 

 

サービスラーニング等

福祉教育の全国事例

等情報収集し、今実施

している他に社協でで

きる取り組みを検討 

 福祉教育につ

いての事例収

集 

取り組める内

容について協

議 

 

認知症サポーターを毎

年１００名ずつ増やす 

認知症サポー

ター養成講座

の開催 

   

共同募金の目標額の

達成と、活用検討 

一般市民に分

かりやすい資

料を作成 

他社協の募金

活動について

情報提供 

配分金委員会

設置の検討 

先行して、幼

少中校長会等

出向き、共同

募金の使い道

等説明し理解

を得る 

市役所人事課

で課名職員数

等情報収集 

地域での募金

活動に加わ

り、協力してい

ただける人を

増やす 

目標額達成の

ために、新た

な場所の開拓 

 

災害時ボランティアセ

ンターの設置運営につ

いて市と協議し、協定

を締結する 

設置運営につ

いて市と協議

する 

費用負担も含

めた協議 

協定の締結  



（３）個別支援と地域づくりの一体的な展開 

  【ビジョンを達成するための方針】 

   1.地域の社会福祉法人・福祉施設との連携・協働の推進に向けて、連絡

会や勉強会等を組織化していく。 

２.アウトリーチの重要性や個別支援と地域づくりの一体的な展開に取り

組む重要性について、社協全体で勉強会を開催し共有していく。 

3.地域生活課題を住民と共有し協議する場、住民と専門職がともに参加

して事例検討等を行う場を設ける。 

 

 

 

（４）地域福祉計画・地域福祉活動計画 

  【ビジョンを達成するための方針】 

1.市と協働して、地域福祉計画の改定を行う。 

２.計画の達成度について、可視化する。 

３.地域福祉活動計画において、共同募金の活用を位置づける。 

４.活動計画を通じて住民の福祉活動の活性化や新たな事業・活動、仕組

みづくりを進める。 

 

 

８年度 

達成目標 

８年度（月） 

4-6 7-9 10-12 1-3 

地域の社会福祉法人

やNPO・企業等と連

携にむけ、連絡会や勉

強会を組織化する 

社会福祉法人

へ連携の目的

等説明する 

連携が可能な

法人等と目的

の共有、課題

抽出し、今年

度の目標を決

定 

目標達成のた

めにそれぞれ

の法人の責任

分担、目標達

成のための活

動 

今年度のまとめ

と、来年度の目

標設定 

アウトリーチや地域づ

くりについて社協内で

勉強会を実施し、参加

者の意識を高める 

勉強会の準

備、開催 

 地域づくり団

体との意見交

換 

 

住民と専門職が事例

検討等を行う場合の

留意点等検討する 

 他市の情報収

集 

 集約した情報か

らできることを

検討する 



 

 

③ 相談支援・権利擁護部門 

（１）包括的な相談と支援 

 【ビジョンを達成するための方針】 

  １.窓口につながりにくい相談者の存在を常に意識し、相談曜日や時間、相

談方法について、相談者の利便性に配慮する。 

２.相談については、断らずに受け止めるという姿勢を職員全員で意識する。 

３.地域の社会資源に関する情報を把握し、関係機関と連携し、相談内容に

応じて適切に専門機関につなぐことができる。 

 

 

 

（２）相談支援業務のマネジメント 

  【ビジョンを達成するための方針】 

  １.相談記録を適切に管理・共有する仕組みを整備し、支援者間の円滑な情

報共有や継続的な支援を行う。 

８年度 

達成目標 

８年度（月） 

4-6 7-9 10-12 1-3 

地域福祉活動計画に

ついて、福祉計画と一

体的に作成 

アンケート調

査から、ニーズ

把握 

社協としての

取り組みにつ

いて、計画案

を各団体と協

議 

共同募金の活

用など、社協

の活動に位置

づける 

計画案の修正 

福祉計画に掲載 

８年度 

達成目標 

８年度（月） 

4-6 7-9 10-12 1-3 

相談内容の検討、各部

署での相談業務を整

理し、共有するツール

や方法を検討する。 

各部署にある

相談受付シー

トを集め、内容

を確認し、共

有方法を検討 

 共通したツー

ル、シートの作

成 

 

地域の社会資源につ

いて、リストを抽出す

る。（法律関係機関、公

的機関など） 

法律関連、公

的機関のリス

ト抽出 

 共有するため

の準備として、

分類・整理 

リスト作成に着

手 



２.職員の資質向上やバーンアウト防止のためチームによる支援の体制を構

築する。 

 

 

 

（３）地域における多機関協働の推進 

  【ビジョンを達成するための方針】 

  １. 多様な機関で連携しながら、各機関の強みを生かして関わり、地域に

対して包括的に支援できるよう、地域の社会福祉法人、福祉施設、関係

団体等が参画する勉強会や事例検討会等を開催し、ネットワークを構築

する。 

２.関係事業者で、社会資源の情報等を共有し、役割分担、連携について検

討・調整する仕組みを再検討する。 

 

 

 

 （４）権利擁護支援の体制整備 

  【ビジョンを達成するための方針】 

1.関係団体とともに、入院・入所、賃貸住宅の入居支援、死後事務等の

課題解決のできる仕組みづくりを検討していく。 

２.市民後見人の育成・活動支援等の権利擁護支援に関する事業の実施に

８年度 

達成目標 

８年度（月） 

4-6 7-9 10-12 1-3 

連携対応を行う 部署に関係

なく、連携を

進める 

多機関とと

もに連携対

応を行う 

   

８年度 

達成目標 

８年度（月） 

4-6 7-9 10-12 1-3 

多機関協働で実施してい

る重層的支援会議につい

て、市と協力し、進め

方・内容・参加者等を検

討 

重層的支援会

議の内容等に

ついて行政と

検討を進める 

   



むけて検討する。 

3.支援を必要とする高齢者等の意思決定や権利行使の支援に取り組む。 

4.認知機能の低下した高齢者等が、地域で安全・安心に暮らせるよう見

守るとともに、認知症高齢者とその家族の相談支援に取り組む。 

５.虐待の早期発見や予防に取り組み、体制づくりや周知を進める。 

 

 

 

④ 介護・生活支援サービス部門 

  （１）地域のニーズに応じた介護・生活支援サービスの実施 

  【ビジョンを達成するための方針】 

１.地域の課題解決やニーズに対応する持続可能な、地域における組織づく

りを進める。 

２.地域の課題解決やニーズに対応するサービスを地域住民、企業や事業所

と進める。 

3.必要に応じた枠にとらわれないサービスの検討 

 

８年度 

達成目標 

８年度（月） 

4-6 7-9 10-12 1-3 

意思決定支援や身元保証

問題などの課題抽出 

意思決定支援、身元保証等課題

となる事項を先進的に活動して

いる事業者から聞き取り 

社協で実施す

るための必要

事項を割り出

す 

 

虐待予防の地域支援の検

討 

行政、関係機関

との情報交換 

 市民向けの講

演テーマの検

討 

講演開催につ

いての具体的

な検討 

認知症当事者の声を反映

した支援を検討 

認知症カフェ等当事者の参加を

促し、当事者からの思いを聞く 

当事者からの思いを反映した

認知症カフェの開催 

市民後見の制度について

知る 

市民後見の制

度について理

解していく 

   



 

 

（２）サービスの質の向上、経営基盤強化 

  【ビジョンを達成するための方針】 

   1.運営基準や虐待防止法等に定められた取り組みを遵守し、実施主体と

しての責任をもって事業に取り組む。 

   2.職員一人一人のコミュニケーション能力や経験、習熟度に応じた研修

の機会を確保する。 

3. 安全・安心な質の高い福祉サービスを探求するため、サービス提供手

法の不断の見直しによる業務改善を進める。 

4.ICT 化を進め、業務の効率化を図る。 

８年度 

達成目標 

８年度（月） 

4-6 7-9 10-12 1-3 

地域にある

資源・地域の

課題、ニーズ

を収集 

 地域福祉計画のア

ンケートの結果確

認 

 

各部署で把握する

課題や情報を集約 

地域ごと、市

全体でまと

め、地域ごと

に分析し、共

有 

 

地域の資源、地

域課題、ニーズ

をまとめ、ホー

ムページや各団

体会等で報告 

地域におけ

る組織づくり

について検

討 

住民主体の組織とは

どのようなものか、

どのような支援が必

要か、社協で意識を

統一する 

 収集された

情報を基に、

地域の組織

に求められ

ること、社協

に求められ

ることを検

討 

 

市と協働し

て生活支援

に対して協

力してくれる

企業を募る 

協力してくれる企業

を開発 

協力してくれる企

業のできることを

ピックアップ 

地域課題、ニ

ーズをもっ

て、協力企業

を探す 

 

支援サポート

体制の構築

について検

討 

 アンケートから、必

要なサポート体制

の検討 

支援サポート

体制の構築

について共

通認識を持

つ 

必要となる研修

会の計画策定 



５.地域に求められる役割・機能を維持・拡充していくために、活動を担

う職員の確保とともに活躍できる環境整備を進める。 

 

 

８年度 

達成目標 

８年度（月） 

4-6 7-9 10-12 1-3 

研修委員会の設置

と研修体制の整備 

包括、居宅、事

務局から代表

者書く１名ずつ

で研修委員会

を設置、研修計

画を策定 

年間２回の職員研修会の実施 

・職員の経験年数や役職によって

レベル分け 

・基本（コミュニケーション能力向

上や接遇・マナー等）とその時に学

ぶべき内容を各２回ずつ 

研修会の開催

費用と、職員が

参加する研修

費用を予算化 

ICTを活用した業

務効率化 

ICTで対応できる業務の洗い出しとルール化を進め

る 

・記録や申込書等の書類を、紙媒体とデジタルデー

タの区分 

・利用者宅で１度の訪問で完結する業務 

・押印の要不要 等 

検討した結果の

報告と実施 

 

用具や環境の検討と購入の検討 

クラウド、ソフト、タブレット、モバイルプリンター、 

携帯電話 等 

検討した結果の

報告と実施 

業務手順や動線、

モノの配置等の見

直し 

係ごとに毎月点

検、係長会議で

報告 

   

現行のサービス提

供の見直し 

係ごとに毎月点

検、係長会議で

報告 

   


